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＊　施設概要　 

 

 

＊　指定管理者が行う管理基準及び業務範囲　 

白河市表郷クリニック条例（平成 17 年白河市条例第 107 号）第 9 条及び第 10

条の規定によるもののほか、管理仕様書に定める内容に従い、白河市表郷クリニック

の管理を行うものとする。 

 

＊　指定期間　 

令和９年 4 月１日から令和 1４年３月３１日まで 

 

＊　指定管理委託料　 

市は、指定管理者に指定管理委託料を支払わないものとする。 

 

＊　利用料金及び経費について　 

①　クリニックの利用に係る利用料金は、指定管理者の収入とする。 

②　診断書等の発行に係る手数料については、当該指定管理者の収入として収受する

ものとする。 

 施設名 白河市表郷クリニック（以下「クリニック」という。）

 所在地 白河市表郷金山字長者久保２番地５

 
設置目的

市民の健康保持に必要な医療を提供し、公共の福祉の増進を

図るため。

 

建物概要

木造モルタル造り平屋建て　 

敷地面積　1,459.07 ㎡ 

建築面積　598.58 ㎡　　延べ面積　590.64 ㎡

 

施設概要

・診療室（２）・処理室・予診室（３）・血液尿検査室・生理検

査室・エコー室・内視鏡室・X 線室・点滴室・薬局・事務室 

・駐車場（10 台分）　

 

運営に関する事項

利用者実績 

・令和 5 年度外来患者数　22,048 人（月平均 1,837 人） 

・令和 6 年度外来患者数　22,597 人（月平均 1,883 人） 

・令和 7 年度外来患者数　21,700 人（月平均 1,808 人）

≪白河市表郷クリニック≫募集要項
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③　利用料金の額は、白河市表郷クリニック条例第６条に規定する使用料等の範囲内

において、指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。なお、消費税及び

地方消費税は、利用料金の内税として取り扱うものとする。 
また、利用料金の減免及び還付については、指定管理者が行うこととする。 

④　利用料金を変更する際は、市と協議しその承諾を得た上で変更するものとする。 

⑤　指定管理者は、利用料金等をもって、クリニックの管理に係る経費に充てるもの

とする。なお、指定管理者によって生じる利益及び損失は、指定管理者の責任に

よるものとする。 

⑥　施設の修繕、医療機器・事務機器等の調達及び修繕、ならびに備品の維持管理等

に係る費用は、指定管理者が負担するものとする。 
ただし、施設の設計・構造上の原因による修繕及び改修、自然災害等による復旧

に係る費用等については、市が負担するものとする。 

 

＊　リスクと責任分担　 

協定の締結にあたり、想定されるリスク（責任分担）はリスク分担表（別紙）によ

ることとし、申請者はこの負担すべきリスクを確認の上、申請するものとする。 

なお、協定書に記載する事項及びリスク分担表以外の事項について、疑義が生じた

場合は、双方の協議によることとする。 

 

＊　点検・評価に関する事項　 

市は、クリニックの管理運営が協定に基づき行われているか、適正かつ確実にサー

ビスが提供されているか、指定管理者がサービスを継続的かつ安定的に提供すること

が可能な組織体制及び財務状況を有しているか等について確認する。 

指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、白河市公の施設における指定管理者の

指定の手続等に関する条例施行規則（平成１７年白河市規則第１５号。以下「規則」

という。）に規定する事業報告書（第４号様式）等を作成し、市に提出しなければな

らない。 

なお、点検・評価を実施する経費は、指定管理者が負担とするものとし、その具体

的な方法及び内容については、『白河市指定管理者制度に関する基本方針』内の「点

検・評価に関する指針」により行うものとする。 

 

＊　施設の目的外利用　 

指定管理者又は第三者が施設の一部をその用途又は目的を妨げない範囲において

施設本来の目的以外に利用する場合は、市長に申請し、その許可を得るとともに、白

河市行政財産使用料条例の規定に基づき、市に使用料を納付しなければならない。（施

設の中にレストラン、売店等を設置し、収益事業を行う場合等。） 
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＊　申請者の資格　 

申請を行う法人その他の団体（又はその構成員（※必要に応じ））は次の資格要件

をすべて満たさなければならない。 

①　白河市内における白河医師会会員の法人及び団体であること。 

　　※個人で応募することはできない。 

②　指定期間中、施設を安定して管理運営できる団体であること。 

③　本市の市税の滞納がないこと。 

④　施設を管理するにあたって必要な資格又は免許等を有していること。 

⑤　地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該

当しないこと。 

⑥　本市から工事又は物品の指名停止措置を受けていないこと。 

⑦　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による本市又はその他の市町村に

おける指定管理者の指定の取消処分を受けた者でないこと。 

⑧　地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）又は

第１８０条の５第６項（委員の兼業禁止）の規定中、「請負」を「請負（指定管理

者に係る業務を含む。）」とみなした場合に、その規定に抵触しないこと。 

⑨　会社更生法、民事再生法等の規定に基づき更生又は再生手続をしていない者で

あること。 

⑩　白河市暴力団排除条例（平成２４年白河市条例第３１号）第２条第１号に規定

する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団員等の統制下にある団体でないこ

と。 

⑪　消費税の適格請求書等保存方式における適格請求書発行事業者として登録を

受けた団体であること。ただし、当該施設の業務が消費税課税取引に該当しない

場合又は当該施設の特性上、利用者が適格請求書を必要としない消費者や免税事

業者、簡易課税制度適用事業者のみに限られることが明確な場合はこの限りでな

い。 

 

＊　指定までのスケジュール　 

 

 

 日程（予定） 内容

 令和８年９月１日～９月３０日 申請書類の受付

 令和８年１０月２０日（火） 審査会の開催及び審査

 令和８年１１月上旬（予定） 選定結果の通知

 令和８年１２月（予定） 指定管理者の指定（市議会の議決後）

 令和９年１月（予定） 協定の締結、事務引継ぎ等

 令和９年４月１日 管理運営の開始
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＊　申請書類　 

この要項により指定管理者の指定を受けようとする者（申請者）は、次に掲げる書

類を提出期限までに市長に提出しなければならない。 

①　指定管理者指定申請書（第１号様式） 

②　事業計画書 

③　収支予算書 

④　人件費内訳書、事業費内訳書 

⑤　申請者資格に該当する旨の宣誓書 

⑥　従業員のシフト表等配置計画の分かるもの 

⑦　その他事業計画書及び収支予算書の根拠となる資料 

⑧　直近２年分の決算に関する資料（賃借対照表、損益計算書等） 

⑨　定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書（法人以外は役員や団体の事業目

的が分かる会則等） 

⑩　納税証明書 

⑪　その他参考となる書類 

 

＊　申請に関する留意事項　 

　・　申請に関する一切の費用は、申請者の負担とする。 

　・　申請の際に提出された書類は、原則、返還しない。 

 

＊　提出方法　 

①　提出期間　　令和 8 年９月１日（火）から令和８年９月３０日（水）まで 

　　　　　　　　　（郵送の場合は消印日が令和８年９月３０日（水）まで） 

②　提出先　　　白河市北中川原３１３番地（中央保健センター内） 

　白河市役所　保健福祉部健康増進課 

　　　　　　　　　電話 0248-27-2112（直通） 

③　提出方法　　指定のフォームによる申請を行うとともに、提出先へ原本を持参又

は郵送によるものとする。 

④　提出部数　　１部（正本１部） 
※併せて指定のフォームによる電子データ送信を行うものとする。 

 

＊　選定方法　 

申請者から提出された申請書及び関係書類に基づき、白河市指定管理者（候補者）

審査会（以下「審査会」という。）において、書類審査、プレゼンテーション及びヒ

アリングを行う。審査会は、各審査会委員が選定基準に基づき評価した点数の平均点

により総合的評価を行い、その結果を市長に報告し、市長が候補者を決定する。 
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＊　選定基準　 

　①　資格審査 

　　　申請者が提出する関係書類に基づき、その資格の確認を行い、必要な資格を満た

さない場合は、失格とする。 

　②　評価項目 

　　・　得点の配点 

　　　　各審査会委員は、評価項目ごとに点数で評価する。 

 

 

＊　選定結果の通知　 

指定管理者（候補者）の選定結果については、規則に規定する指定管理者選定通知

書（第２号様式）又は指定管理者不選定通知書（第３号様式）により行う。 

 

＊　協定に関する事項　 

白河市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年白河

市条例第１７号）第６条第１項の規定により、議会による議決を経て指定管理者とし

て指定された後、事業計画に関する内容、事業報告及び業務報告、利用料金、施設の

 大項目 小項目 配点

 取組方針 

（１５点）

施設の設置目的や果たすべき役割の理解 １０

 公共性の確保（地域・市との連携） ５

 サービス向上 

（２０点） 

企画内容と実現性 

サービス向上のための提案 

利用者数を伸ばすための提案 

市民ニーズの把握・反映

 

２０

 
管理運営体制 

（２０点）

施設維持管理、安全管理・危機管理対策（防犯、個

人情報保護等）

１０

 職員配置・人材育成・労働環境 １０

 

収支計画 

（３０点）

収支計画 

費用の妥当性 

収入の妥当性 

将来的な安定性

 

２０

 収支向上のための提案 

コスト削減のための取組み 

収益アップのための取組み

 

１０

 経営主体 

（１５点）

申請団体の経営状況（資力・社会的信用） １０

 申請団体の事業実績 ５

 合計 １００
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管理経費、指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項、個人情報の保護、リスク

分担（責任区分）、緊急時の対応等について、市と指定管理者間の協議により、その

詳細について協定を締結する。 

 

＊　その他　 

業務全部の第三者への再委託の禁止義務違反、個人情報の保護義務違反をはじめ、

協定等に定める事項に違反した場合は、指定の取消し又は期間を定めて管理運営業務

の全部若しくは一部の停止を命ずることがある。


